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空き家率の推移と推計

［出典］住宅・土地統計調査、民間シンクタンク
　　　　による空き家率の予測

空き家を適正に管理することは、所有者の責任です

建物の破損

　屋根材のはがれ、雨樋の破損、
窓ガラスの割れなどにより部材
が飛散するおそれがあります。

動物のすみか

　動物の生息場所となったり、
ハチの巣ができたりするなどの
おそれがあります。

放火の危険

　 放 火 な ど に よ っ
て、火災や延焼のお
それがあります。

樹木や雑草の繁茂

　樹木や雑草の繁茂、庭木の生
育による越境などのおそれがあ
ります。

雪害

　積雪によって倒壊したり雪庇
が隣地や道路に落下したり、事
故につながるおそれがあります。

不審者侵入

　不審者侵入、ゴミ
の不法投棄などのお
それがあります。

【実態調査の結果】
　本市では、昨年、市で把握している既存の情報
と地区委員からの情報により把握した空き家につい
て、目視による外観の調査を実施しました。その調
査結果により、老朽度及び周辺への影響などによる
危険度を総合的に判断し、分類分けを行いました。
　その結果、本市の空き家の数は、1,186 件となり、
平成 24 年の実態調査による 899 件から 287 件増加

（約 1.3 倍）しています。また、調査の結果を見ると、
市内全域において空き家が存在していることが分か
りました。なお、Ｃ・Ｄランクの管理不全空き家数
が 342 件（空き家全体の 28.8％）であり、非常に多
くの危険な空き家が存在するため、早急な対策が必
要です。

【老朽度、危険度による分類（ランク）】
A：そのまま再利用可能又は小規模修繕で利用可能
B：軽度の損傷が見られる
C：損傷が激しい又は老朽化が著しい
D：激しい損傷などのため、措置の緊急性が高い

空き家の実態調査

空き家が増加しています

STOP! 空き家
問合せ／都市整備課空き家対策担当☎ 22-5111
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事故が発生すると、所有者の責任として損害賠償を問われる可能性があります
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＜米沢市空き家利活用支援事業補助金＞
■補助金額／空き家の購入に要する費用 20 万円 
　①次のいずれかに該当する場合は、20 万円加算
　　ⓐ�本市の区域外に１年以上居住し、本市に転入しようとする人
　　ⓑ本市の区域外に 1 年以上居住し、平成 29 年４月 1 日以降に本市に
　　　転入した人
　　Ⓒ�平成 23 年３月 11 日に岩手県、宮城県又は福島県の東日本大震災

の被災地に居住し、平成 29 年３月 31 日までに本市に転入した人
　②�本市の都市計画において定めた用途地域（工業専用地域を除く）にあ

る空き家を購入する場合は、10 万円加算
■受付期間／①９月３日㈪～ 21 日㈮  ②平成 31 年１月 21 日㈪～２月８日㈮
■問合せ／都市整備課空き家対策担当

＜米沢市住宅リフォーム総合支援事業費補助金＞（募集中）
■補助金額／対象工事を含む全体工事費の 10％（限度額 20 万円）
　�※人口減少対策（三世代・移住・近居・新婚・子育て世代）の場合 20％
  （限度額 30 万円）※上記空き家利活用支援補助金との併用可
■受付期間／ 12 月 28 日㈮まで※予算がなくなり次第終了
■問合せ／都市整備課建築住宅担当

＜商工業地域活性化支援事業費補助金 空き店舗活用事業＞（募集中）
■�補助金額／中心市街地の空き店舗を活用して事業を行う場合、経費の

２分の１又は 30 万円のいずれか低い額
■問合せ／商工課商業振興担当

空き家を活用しよう

　利用しない空き家は劣化の進行も早く、改修費など費用が大きく
掛かる場合があります。できるだけ早く利用することにより、建物
を長持ちさせ、地域の賑わいの創出にもつながります。

空き家を相談しよう

　空き家に関する相談をすることが
できる相談窓口です。相談は無料で
すのでお気軽にご相談ください。

＜空き家相談会＞
　司法書士、行政書士、不動産関係団
体などに相談できます。
■日時／８月 19 日㈰・12 月９日㈰　
　９時～ 12 時※要事前申込
■場所／アクティー米沢
■�申込・問合せ／
　都市整備課空き家対策担当

＜米沢市空き家相談窓口＞
■相談時間／平日８時 30 分～ 17 時
■�問合せ／
　都市整備課空き家対策担当

＜山形県宅地建物取引業協会＞
■相談時間／水曜日を除く平日
　10 時～ 16 時
■�問合せ／米沢支部☎ 23-0001
　（米沢市金池６丁目３-33）

＜全日本不動産協会山形県本部＞
■相談時間／毎日９時～ 18 時
■�問合せ／置賜相談所☎ 24-4155
　（米沢市本町２丁目７-13）

空き家を放置したままだと、特定空家等に認定される可能性があります

　「空家等対策の推進に関する特別措置法」の施行に伴い、自治体の調査によって「特定空家等」と判断され
たものは、何かしらの措置の助言又は指導、勧告、命令、代執行の行政措置が行われます。「特定空家等」と
なる前に、適正に管理活用しましょう。相続が発生したら、早めに相続登記の手続を行いましょう。

■倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態　　■著しく衛生上有害となるおそれのある状態
■適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態
■その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態

特定空家等

とは？
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　詳しい支援施策は、市ホームページや山形県住宅情報サイト「タテッカーナ」（http://tatekkana.pref.
yamagata.jp）においても確認することができます。
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て
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ま
す
！
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